
（様式１） （平成22年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

48

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

1

5

2 款

4 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

臨時職員等（人）

平成21年度
（実績・決算見込）

0.50

人
工
数

職員（人） 1.00

事業費①（千円）

継続

（中事業名）

障害者福祉事業推進費

115650

0.50

8,150

補助金・交付金

障害者の医療に係る経済的負担を軽減することによ
り、市民の健康の保持と福祉の増進を図ります。

障害者医療助成事業(補助分)

施設等維持管理

投資事業

164501会計区分

特別及び企業会計、組合

8,150

225,150 265,150244,150

1.00

※人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成21年度の（　　）内の数値は、20年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※特別会計、企業会計及び組合会計の、財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金または市分担金を記載しています。
※平成23年度以降の計画（内容及び事業費）については、予定であり確定したものではありません。

8,150

1.00

0.50

1.00

0.50

8,150

190,346

8,150

207,550

平成24年度
（計画）

平成22年度
(計画・6月補正後予算)

指定管理

[事業内容（事業量）・事業費]

平成23年度
（計画）

平成25年度
（計画）

・身体障害者の自
己負担医療費助
成
・65歳以上重度障
害者の自己負担
医療費助成
・証明手数料

めざす効果（事業目的）

内部管理事務

事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

事業コード

社会福祉費

障害者福祉

自立を支える障害者福祉の推進

一般会計自立を支える地域福祉の充実

2047(H.22)No.(H.21)No. 2037

総費用①+②（千円）

①
の
財
源
内
訳 一般財源

77931

その他（　　　）

昭和 年度～ 年度平成

83750

104265

217,000

地方債

県支出金 96,000

236,000

事務事業名

新・継

事業概要

心身障害者の方で、次の条件の人に保険診療の自己負担又は1/2を助成します。
①身体障害者手帳１・２・３級を所持している人、４級の人のうち知能指数50以下又は療
育手帳中度（Ｂ1）の人　②療育手帳最重度（Ａ1）・重度（Ａ2）の人及び知能指数35以下と
判断された人　　③療育手帳・中度（Ｂ1）・軽度(Ｂ2)の人及び知能指数70以下の人は入
院・通院分自己負担額の1/2を助成　　　④精神障害者保健福祉手帳１級の人のうち通院
分の人　⑤精神障害者保健福祉手帳２・３級の人の通院分自己負担額の1/2を助成
⑥精神障害者保健福祉手帳１・２・３級の人の入院分自己負担額の1/2を助成　　※但
し、療育手帳・中度（Ｂ1）・軽度(Ｂ2)の人及び知能指数70以下の人、精神障害者保健福
祉手帳１・２・３級の人は対象年齢を満70歳の誕生日の属する月の末日までとする。(所得
制限有り)

[事業内容（事業量）・事業費]

<平成21現年分>
・身体障害者の自己負担医
療費助成
(県補助対象分17,045件、市
上乗せ負担分11,513件)
・65歳以上重度障害者の自
己負担医療費助成
(県補助対象23,006件、市上
乗せ負担金1,170件)
・証明手数料
(県補助対象分22,411件)

連絡先

根拠法令等

人件費②（千円）

政 策

基本政策

施 策

国庫支出金

主な事業の
実績・計画

総
合
計
画

事業期間

小 施 策

199,400

・身体障害者の自己負担医
療費助成
(県補助対象分18,000件、市
上乗せ負担分12,000件)
・65歳以上重度障害者の自
己負担医療費助成
(県補助対象23,500件、市上
乗せ負担金1,300件)
・証明手数料(23,000件)

重点施策コード

129,600

87,400

市が直接実施

業務委託（全部・一部）により実施

市民部 保険年金室 中谷　恒雄 63-7105

 互いに認めあい支えあう、健康で安心できる暮らし

民生費

（小事業名）

障害者医療助成事業

151,000140,000

257,000

1-5.高齢者・障害者福祉の推進（障害者福祉の充実）

・身体障害者の自
己負担医療費助
成
・65歳以上重度障
害者の自己負担
医療費助成
・証明手数料

・身体障害者の自
己負担医療費助
成
・65歳以上重度障
害者の自己負担
医療費助成
・証明手数料

182,196

障害者医療助成事業(補助分)

現在の実施手法（複数選択可）

担当室名担当部局名

106,000

室長名

1.00

0.50
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（様式１） （平成22年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法） 特記事項

考察及び今後
の対応方針

事業指標名

1,917

対象者が類似している事務事業との
連携を図ります。

室での検討、市民の意見等を参考に
します。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

備考欄

4,648

2,000 2,000

2,3002,328

H.21 H.22

2,300

H.20
（現状値）

円

市が上乗せ実施している助成について、県も追従してもらえるよう強く要望していきます。

2,000

実績

-
円

-

2,182
心身障害者医療費一件当り助成額(市単分)

H.23

成果指標
3,807

単位

目標

-

実績

実績

目標

目標

（2）継続（現行どおり）の理由、中長期的な（平成23年度以降）事務事業の工夫・改善など

財源確保が難しいため現在の助成の範囲内となります。

（1）短期的な（平成22年度）事務事業の工夫・改善など

成果指標
６５歳重度障害医療費一件当り助成額(市単
分)

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

精神障害者２級の通院への拡大について、県が自己負担額
の1/2助成するか:現在検討しています。

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

医療助成制度における窓口無料化を実現してほしい要望書、請
願書

H.24

-

市が直接実施

継続（現行どおり）（※理由↓(2)へ）

実践していない（適当ではない）（→④へ）

検討の余地がある（→現在考えられる方法・工夫等があれば、備考欄へ記載）

新たな財源確保、事業に係る負担の見直しは困難である

検討の余地がある（→現在考えられる方法・工夫等があれば、備考欄へ記載）

現在の手法が妥当である。
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（様式１） （平成22年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

1

5

2 款

4 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

室長名

0.02

担当室名担当部局名

1,8001,800

1,800

1-5.高齢者・障害者福祉の推進（障害者福祉の充実）

障害者医療助成
のための事務費
・事務消耗品等

障害者医療助成
のための事務費
・事務消耗品等

7899

障害者医療助成事務費(単独分)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

業務委託（全部・一部）により実施

市民部 保険年金室 中谷　恒雄 63-7105

 互いに認めあい支えあう、健康で安心できる暮らし

民生費

（小事業名）

障害者医療助成事業

事業期間

小 施 策

1731

障害者医療助成のための事
務費
・事務消耗品 等

重点施策コード

1,800

根拠法令等

人件費②（千円）

政 策

基本政策

施 策

国庫支出金

主な事業の
実績・計画

総
合
計
画

事務事業名

新・継

事業概要

障害者医療助成をスムーズに運営するための経費として欠かす事のできない
経費　　　・事務処理用品及び前年度補助金精算金の還付経費として計上

[事業内容（事業量）・事業費]

障害者医療助成のための事
務費
・事務消耗品等
・前年度補助金精算金の還
付

連絡先

1,800

地方債

県支出金

1,800

7899

平成 年度～ 年度平成

総費用①+②（千円）

①
の
財
源
内
訳 一般財源

その他（　　　）

2048(H.22)No.(H.21)No.

障害者福祉

自立を支える障害者福祉の推進

一般会計自立を支える地域福祉の充実

めざす効果（事業目的）

内部管理事務

事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

事業コード

社会福祉費

平成24年度
（計画）

平成22年度
(計画・6月補正後予算)

指定管理

[事業内容（事業量）・事業費]

平成23年度
（計画）

平成25年度
（計画）

障害者医療助成
のための事務費
・事務消耗品等

146

8,045

146

1,877

0.02

※人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成21年度の（　　）内の数値は、20年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※特別会計、企業会計及び組合会計の、財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金または市分担金を記載しています。
※平成23年度以降の計画（内容及び事業費）については、予定であり確定したものではありません。

146

0.02 0.02

146

1,946 1,9461,946

補助金・交付金

少ない経費により最大の効果が得られるように運営

障害者医療助成事務費(単独分)

施設等維持管理

投資事業

164502会計区分

特別及び企業会計、組合

（中事業名）

障害者福祉事業推進費

1731

146

臨時職員等（人）

平成21年度
（実績・決算見込）

人
工
数

職員（人） 0.02

事業費①（千円）

159



（様式１） （平成22年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

精神障害者２級の通院への拡大について、県が自己負担
額の1/2助成するか:現在検討しています。

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

医療助成制度における窓口無料化を実現してほしい要望書、
請願書

H.24

（2）継続（現行どおり）の理由、中長期的な（平成23年度以降）事務事業の工夫・改善など

事務改善等をして最小限の経費で事務を行います。

（1）短期的な（平成22年度）事務事業の工夫・改善など

目標

51.5

単位

目標

実績

実績

目標

成果指標
54.3

障害者に対する住民の理解が進んでいると
する市民の割合

H.23

-
％

-

実績

--

H.21 H.22

55.0

H.20
（現状値）

対象者が類似している事務事業との
連携を図ります。

室での検討、市民の意見等を参考に
します。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

備考欄

特記事項

考察及び今後
の対応方針

事業指標名

市が直接実施

継続（事務改善）（※今後の展開方法↓(1)・(2)へ）

実践していない（適当ではない）（→④へ）

検討の余地がある（→現在考えられる方法・工夫等があれば、備考欄へ記載）

新たな財源確保、事業に係る負担の見直しは困難である

検討の余地がある（→現在考えられる方法・工夫等があれば、備考欄へ記載）

現在の手法が妥当である。
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（様式１） （平成22年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

1

5

3 款

1 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

63-7105

根拠法令等

平成 年度～

市民部 保険年金室 中谷　恒雄

重点施策コード

年度平成継続

総
合
計
画
小 施 策

自立を支える地域福祉の充実

 互いに認めあい支えあう、健康で安心できる暮らし

子育て・子ども支援

36,650

0.46

0.20

18,200

18,450

連絡先

36,150

担当部局名

18,450

担当室名 室長名

政 策

基本政策

施 策

35400

事務事業名

新・継

事業概要

１８歳未満児を扶養している一人親家庭の母又は父及びその児童や、父母の
いない１８歳未満児の保険診療の自己負担相当額の支払いをしています。

[事業内容（事業量）・事業費]

・医療助成件数１２，９６５件
１件当たりの助成費２，４１６
円
・手数料１２，３６４件
１件当たり２００円

事業期間

主な事業の
実績・計画

・医療助成件数１３，０００件
１件当たりの助成費２，４６０
円
・手数料１５，０００件
１件当たり２００円

業務委託（全部・一部）により実施

めざす効果（事業目的）

・医療助成件数
１３，３００件
１件当たりの助成
費２，５００円
・手数料１７,０００
件
１件当たり２００円

平成22年度
(計画・6月補正後予算)

指定管理

[事業内容（事業量）・事業費]

補助金・交付金

平成23年度
（計画）

17,700

18,325

①
の
財
源
内
訳

県支出金 18,075

一般財源

16959

総合的な子育て・子ども支援施策の整備

3,698

16844

市が直接実施

総費用①+②（千円）

17700

平成24年度
（計画）

国庫支出金

(H.21)No. 2043

一人親家庭等医療助成事業(補助分)

現在の実施手法（複数選択可）

事業コード

（小事業名）

児童医療助成事業

一般会計

民生費

児童福祉費

扶助費

補助金交付金

2049(H.22)No.

平成25年度
（計画）

・医療助成件数
１３，１００件
１件当たりの助成
費２，５００円
・手数料１７,０００
件
１件当たり２００円

36,400

・医療助成件数
１３，２００件
１件当たりの助成
費２，５００円
・手数料１７,０００
件
１件当たり２００円

0.46

※人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成21年度の（　　）内の数値は、20年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※特別会計、企業会計及び組合会計の、財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金または市分担金を記載しています。
※平成23年度以降の計画（内容及び事業費）については、予定であり確定したものではありません。

0.46

地方債

人件費②（千円） 3,698

37,501

3,698

40,34840,098

3,698

39,848

（中事業名）

児童福祉総務費

一人親家庭等医療助成事業(補助分)

施設等維持管理

投資事業

191002会計区分

特別及び企業会計、組合

内部管理事務

事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

17700

経済的に大変な一人親家庭等の医療費を援助する
ことで子育て支援をします。

39,098

0.20

0.46

0.20 0.20

3,698

臨時職員等（人）

平成21年度
（実績・決算見込）

0.20

人
工
数

職員（人） 0.46

事業費①（千円）

その他（　　　）

33803
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（様式１） （平成22年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

実績

目標

実績

財源確保が難しいため現在の助成の範囲内となります。

（1）短期的な（平成22年度）事務事業の工夫・改善など

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

（2）継続（現行どおり）の理由、中長期的な（平成23年度以降）事務事業の工夫・改善など

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

医療助成制度における窓口無料化を実現してほしい要望書、
請願書

2,500-

H.23

2,500

H.24

2,460
成果指標

実績

目標
１件当たりの医療費助成

2,530

目標

円
-

2,416

単位 H.21 H.22

備考欄

特記事項

対象者が類似している事務事業との
連携を図ります。

室での検討、市民の意見等を参考に
します。

事業指標名
H.20

（現状値）

考察及び今後
の対応方針

市が直接実施

継続（現行どおり）（※理由↓(2)へ）

実践していない（適当ではない）（→④へ）

検討の余地がある（→現在考えられる方法・工夫等があれば、備考欄へ記載）

新たな財源確保、事業に係る負担の見直しは困難である

検討の余地がある（→現在考えられる方法・工夫等があれば、備考欄へ記載）

現在の手法が妥当である。
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（様式１） （平成22年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

1

5

3 款

1 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

臨時職員等（人）

平成21年度
（実績・決算見込）

0.42

人
工
数

職員（人） 1.00

事業費①（千円）

継続

（中事業名）

児童福祉総務費

59000

0.42

8,014

補助金・交付金

義務教育就学前の家庭の医療費を援助することで
子育て支援をします。

乳幼児医療助成事業(補助分)

施設等維持管理

投資事業

191001会計区分

特別及び企業会計、組合

8,014

126,014126,014126,014

8,014

126,014

8,014

1.00

0.42

1.00

118,000

その他（　　　）

0.42

8,014

102,827

1.00

※人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成21年度の（　　）内の数値は、20年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※特別会計、企業会計及び組合会計の、財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金または市分担金を記載しています。
※平成23年度以降の計画（内容及び事業費）については、予定であり確定したものではありません。

平成24年度
（計画）

平成22年度
(計画・6月補正後予算)

指定管理

[事業内容（事業量）・事業費]

平成23年度
（計画）

平成25年度
（計画）

・医療助成件数
５６，０００件
１件当たりの助成
費１，９１１円
・手数料５５，０００
件
１件当たり２００円

めざす効果（事業目的）

内部管理事務

事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

事業コード 互いに認めあい支えあう、健康で安心できる暮らし

民生費

（小事業名）

児童医療助成事業

児童福祉費

子育て・子ども支援

総合的な子育て・子ども支援施策の整備

一般会計自立を支える地域福祉の充実

2053(H.22)No.(H.21)No. 2042

総費用①+②（千円）

平成 年度～ 年度平成

59000

50107

地方債

県支出金 59,000

①
の
財
源
内
訳 一般財源

44706

事務事業名

新・継

事業概要

義務教育就学前児童の通院・入院の保険診療自己負担相当額を助成

[事業内容（事業量）・事業費]

・医療助成件数５１，８７４件
１件当たりの助成費１，６３５
円
・手数料５０，０３８件
１件当たり２００円

連絡先

118,000

根拠法令等

人件費②（千円）

政 策

基本政策

施 策

国庫支出金

主な事業の
実績・計画

総
合
計
画

事業期間

小 施 策

118000

・医療助成件数５６，０００件
１件当たりの助成費１，９１１
円
・手数料５５，０００件
１件当たり２００円

重点施策コード

59,000

59,000

市民部 保険年金室 中谷　恒雄 63-7105

118,000

・医療助成件数
５６，０００件
１件当たりの助成
費１，９１１円
・手数料５５，０００
件
１件当たり２００円

・医療助成件数
５６，０００件
１件当たりの助成
費１，９１１円
・手数料５５，０００
件
１件当たり２００円

94813

乳幼児医療助成事業(補助分)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

業務委託（全部・一部）により実施

59,000

59,00059,000

担当室名担当部局名 室長名

1.00

0.42
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（様式１） （平成22年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法） 特記事項

考察及び今後
の対応方針

事業指標名

対象者が類似している事務事業との
連携を図ります。

室での検討、市民の意見等を参考に
します。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

備考欄

1,9111,911

H.23
H.20

（現状値）
H.21 H.22

現在、義務教育就学前児童の医療費助成を行っていますが、今後子育て支援の立場から県と市で小学校卒
業まで年齢拡大の検討を行っています。

実績

-
円

-

1,635
１件当りの助成費

1,911
成果指標

1,473

単位

目標

実績

実績

目標

目標

（2）継続（現行どおり）の理由、中長期的な（平成23年度以降）事務事業の工夫・改善など

財源確保が難しいため現在の助成の範囲内となります。

（1）短期的な（平成22年度）事務事業の工夫・改善など

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

乳幼児の対象拡大を県と市とで検討しています。

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

医療助成制度における窓口無料化を実現してほしい要望書、
請願書

H.24

市が直接実施

継続（現行どおり）（※理由↓(2)へ）

実践していない（適当ではない）（→④へ）

検討の余地がある（→現在考えられる方法・工夫等があれば、備考欄へ記載）

新たな財源確保、事業に係る負担の見直しは困難である

検討の余地がある（→現在考えられる方法・工夫等があれば、備考欄へ記載）

現在の手法が妥当である。

164



（様式１） （平成22年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

1

4

2 款

1 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

室長名

0.01

担当室名担当部局名

10,62510,625

10,625

・健康業務(
・福祉関連業務
・予防に関わる事
前相談業務等

・健康業務(
・福祉関連業務
・予防に関わる事
前相談業務等

10455

医療費助成事業等推進費

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

業務委託（全部・一部）により実施

市民部 保険年金室 中谷　恒雄 63-7105

事業期間

小 施 策

10625

・健康業務(各種予防接種・が
ん検診・特定検診等の相談
業務)
・福祉関連業務(介護・認知
症・障害者などの相談業務)
・予防に関わる事前相談業務
等
積算根拠は後期高齢者医療
受診件数及び国民健康保険
受診件数による

重点施策コード

10,625

根拠法令等

人件費②（千円）

政 策

基本政策

施 策

国庫支出金

主な事業の
実績・計画

総
合
計
画

事務事業名

新・継

事業概要

名張市民の健康保持のため、健康業務(各種予防接種・がん検診・特定検診等
の相談業務)や福祉関連業務(介護・認知症・障害者などの相談業務)及び予防
に関わる事前相談業務等に関して名張医師会等に業務委託をする

[事業内容（事業量）・事業費]

・健康業務(各種予防接種・が
ん検診・特定検診等の相談
業務)
・福祉関連業務(介護・認知
症・障害者などの相談業務)
・予防に関わる事前相談業務
等
積算根拠は後期高齢者医療
受診件数及び国民健康保険
受診件数による

連絡先

10,625

地方債

県支出金

①
の
財
源
内
訳 一般財源 10455

平成 年度～ 年度平成

総費用①+②（千円）

6050(H.22)No.(H.21)No.

 互いに認めあい支えあう、健康で安心できる暮らし

民生費

（小事業名）

社会福祉総務費

社会福祉費

地域医療

地域医療体制の充実

一般会計健康長寿のまちづくり

めざす効果（事業目的）

内部管理事務

事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

事業コード

平成24年度
（計画）

平成22年度
(計画・6月補正後予算)

指定管理

[事業内容（事業量）・事業費]

平成23年度
（計画）

平成25年度
（計画）

・健康業務(
・福祉関連業務
・予防に関わる事
前相談業務等

10,625

その他（　　　）

73

10,528

0.01

※人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成21年度の（　　）内の数値は、20年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※特別会計、企業会計及び組合会計の、財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金または市分担金を記載しています。
※平成23年度以降の計画（内容及び事業費）については、予定であり確定したものではありません。

73

0.01 0.01

73

10,69810,69810,698

73

10,698

補助金・交付金

市民の健康を守るため名張医師会等が保健事業及
び医療給付事業に関し、事業の促進と円滑な医療
を実施

医療費助成事業等推進費

施設等維持管理

投資事業

120510会計区分

特別及び企業会計、組合継続

（中事業名）

社会福祉総務費

10625

73

臨時職員等（人）

平成21年度
（実績・決算見込）

人
工
数

職員（人） 0.01

事業費①（千円）
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（様式１） （平成22年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

-

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民が必要な医療サービスが受けられるよう病院における
地域連携機能の強化及び患者、家族相談の充実、退院カン
ファレンスの参画、訪問服薬管理指導依頼が適切に行える
よう医師会等の協力を必要とします。

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

患者が地域において安心な暮らしを継続できるよう、医療や公
的な福祉サービスとあわせて、民生委員や地区住民による継
続的な見守りや日常生活の支援をしてほしい。

H.24

成果指標 国民健康保険被保険者受診件数

（2）継続（現行どおり）の理由、中長期的な（平成23年度以降）事務事業の工夫・改善など

今後、福祉医療の推進、在宅医療の支援等を実行し、市民の健康の増進を図るため
には、医師会等の協力が不可欠です。

（1）短期的な（平成22年度）事務事業の工夫・改善など

目標

109,551

単位

目標

-

実績

実績

目標

180,000
成果指標

-
件

-

124,882
後期高齢者医療受診件数

件

健康増進等の相談、事業実施には医師会等の協力が必要なため、より強い連携を図り、市民の健康管理を
行っていきます。

169,000

実績

H.23
H.20

（現状値）
H.21 H.22

160,000

157,000 163,000

140,000

150,988

健康福祉部政策室で市民の健康福
祉に関して連携を図る。

医師会等との会合を持ち、市民の健
康増進に務める。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

備考欄

144,959

特記事項

考察及び今後
の対応方針

事業指標名

その他団体（→③へ）

今後、取組予定

継続（現行どおり）（※理由↓(2)へ）

実践している（→②へ）

イベント・行事等の共催（→④へ）

できる（→現在考えられる方法・工夫等があれば、備考欄へ記載）

新たな財源確保、事業に係る負担の見直しは困難である

検討の余地がある（→現在考えられる方法・工夫等があれば、備考欄へ記載）

検討の余地がある（→現在考えられる方法・工夫等があれば、備考欄へ記載）
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（様式１） （平成22年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

1

5

4 款

項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○ その他 （ ）

室長名

0.93

2,400

担当室名担当部局名

2,400

第一号法定受託
事務

第一号法定受託
事務

1,988

国民年金委託事務費

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

業務委託（全部・一部）により実施

市民部 保険年金室 山本　和子 63-7445

事業期間

小 施 策

2,375

３，９５６千円

重点施策コード

根拠法令等

人件費②（千円）

政 策

基本政策

施 策

国庫支出金

主な事業の
実績・計画

総
合
計
画

事務事業名

新・継

2,375

事業概要

国民年金事業の事務は、年金事務所が行うほか、一部の事務については市に
行わせることとしている。（第一号法定受託事務）
①第１号被保険者の資格に関する届の受理・報告
②任意加入被保険者の資格に関する届の受理・審査　③第１号被保険者のみ
の期間を有する者の基礎年金裁定請求書の受理・審査　④寡婦年金・死亡一時
金の請求書の受理・審査　⑤保険料免除に関する届出・申請の受理・審査

[事業内容（事業量）・事業費]

３，５６９千円

国民年金法等

連絡先

2,400

地方債

県支出金

①
の
財
源
内
訳 一般財源

平成 年度～ 年度平成

1,988

総費用①+②（千円）

6060(H.22)No.(H.21)No.

 互いに認めあい支えあう、健康で安心できる暮らし

民生費

（小事業名）

国民年金委託事務費

社会福祉費

社会保障

一般会計自立を支える地域福祉の充実

めざす効果（事業目的）

内部管理事務

事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

事業コード

平成24年度
（計画）

2,400

平成22年度
(計画・6月補正後予算)

法定受託事務

指定管理

[事業内容（事業量）・事業費]

2,400

平成23年度
（計画）

平成25年度
（計画）

第一号法定受託
事務

2,400

その他（　　　）

0.93

1,581

3,569

※人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成21年度の（　　）内の数値は、20年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※特別会計、企業会計及び組合会計の、財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金または市分担金を記載しています。
※平成23年度以降の計画（内容及び事業費）については、予定であり確定したものではありません。

1,581

0.93

1,581

3,9813,9813,956

1,581

3,981

補助金・交付金

市民の年金受給権の確保を図り、健全な市民生活の
維持・向上をめざします。

国民年金委託事務費

施設等維持管理

投資事業

180501会計区分

特別及び企業会計、組合継続

（中事業名）

国民年金費

0.93

1,581

臨時職員等（人）

平成21年度
（実績・決算見込）

0.93

人
工
数

職員（人）

事業費①（千円）
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（様式１） （平成22年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

・年金記録問題による国に対する不信感や、景気の低迷によ
る失業者の増大により、保険料の未納や未加入者が増大し
ている。市民に最も近い年金制度の窓口として、納付勧奨や
免除制度の周知を図り、年金受給権の確保に努めなければ
ならない。
・今後、大きな年金制度改正が予想される。市民に対してより
正確な年金情報を提供できるよう、より一層の国（日本年金
機構）との協力連携が必要となり、職員の年金制度に対する
熟知も求められる。

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

H.24

（2）継続（現行どおり）の理由、中長期的な（平成23年度以降）事務事業の工夫・改善など

法定受託事務

（1）短期的な（平成22年度）事務事業の工夫・改善など

目標

67.2

単位

目標

実績

実績

目標

-
成果指標

-
％

-

-
国民年金保険料の納付率

国民年金法で定められた法定受託事務の範囲内で、市民に最も近い年金制度の窓口として、国（日本年金機
構）との協力・連携を推進し、引き続き事業を推進し、より良い成果を得られるよう努める。

実績

H.23
H.20

（現状値）
H.21 H.22

--

窓口では、保険料納付勧奨、免除制度
の説明・受付、年金に関する相談業務
を実施しており、ホームページ・広報紙
による制度周知への取り組みとともに、
職員の年金制度の熟知に一層努める。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

備考欄

特記事項

考察及び今後
の対応方針

事業指標名

市が直接実施

継続（現行どおり）（※理由↓(2)へ）

実践していない（適当ではない）（→④へ）

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

新たな財源確保、事業に係る負担の見直しは困難である

検討の余地がある（→現在考えられる方法・工夫等があれば、備考欄へ記載）

現在の手法が妥当である。
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（様式１） （平成22年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

1

5

3 款

1 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

臨時職員等（人）

平成21年度
（実績・決算見込）

人
工
数

職員（人） 0.02

事業費①（千円）

継続

（中事業名）

児童福祉総務費

2404

146

補助金・交付金

少ない経費により最大の効果が得られるように運営

児童医療助成事務費(単独分)

施設等維持管理

投資事業

191003会計区分

特別及び企業会計、組合

146

2,5502,5502,550

146

2,550

146

0.02 0.02

2,404

その他（　　　）

146

2,546

0.02

※人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成21年度の（　　）内の数値は、20年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※特別会計、企業会計及び組合会計の、財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金または市分担金を記載しています。
※平成23年度以降の計画（内容及び事業費）については、予定であり確定したものではありません。

平成24年度
（計画）

平成22年度
(計画・6月補正後予算)

指定管理

[事業内容（事業量）・事業費]

平成23年度
（計画）

平成25年度
（計画）

児童医療助成の
ための事務費
・事務消耗品等

めざす効果（事業目的）

内部管理事務

事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

事業コード 互いに認めあい支えあう、健康で安心できる暮らし

民生費

（小事業名）

児童医療助成事業

児童福祉費

子育て・子ども支援

総合的な子育て・子ども支援施策の整備

一般会計自立を支える地域福祉の充実

6064(H.22)No.(H.21)No.

総費用①+②（千円）

平成 年度～ 年度平成

2400

地方債

県支出金

①
の
財
源
内
訳 一般財源

事務事業名

新・継

事業概要

児童医療助成をスムーズに運営するための欠かす事のできない経費
・事務処理用品、印刷製本費及び郵便料として計上

[事業内容（事業量）・事業費]

児童医療助成のための事務
費
・事務消耗品等

連絡先

2,404

根拠法令等

人件費②（千円）

政 策

基本政策

施 策

国庫支出金

主な事業の
実績・計画

総
合
計
画

事業期間

小 施 策

2404

児童医療助成のための事務
費
・事務消耗品等

重点施策コード

2,404

市民部 保険年金室 中谷　恒雄 63-7105

2,404

児童医療助成の
ための事務費
・事務消耗品等

児童医療助成の
ための事務費
・事務消耗品等

2400

児童医療助成事務費(単独分)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

業務委託（全部・一部）により実施

2,4042,404

担当室名担当部局名 室長名

0.02
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（様式１） （平成22年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法） 特記事項

考察及び今後
の対応方針

事業指標名

対象者が類似している事務事業との
連携を図ります。

室での検討、市民の意見等を参考に
します。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

備考欄

--

H.23
H.20

（現状値）
H.21 H.22

実績

-
件

-

4,358
一月あたりの乳幼児医療費助成の件数

3,200
成果指標

3,510

単位

目標

実績

実績

目標

目標

（2）継続（現行どおり）の理由、中長期的な（平成23年度以降）事務事業の工夫・改善など

事務改善等をして最小限の経費で事務を行います。

（1）短期的な（平成22年度）事務事業の工夫・改善など

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

乳幼児の対象拡大を県と市とで検討しています。

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

医療助成制度における窓口無料化を実現してほしい要望書、
請願書

H.24

市が直接実施

継続（事務改善）（※今後の展開方法↓(1)・(2)へ）

実践していない（適当ではない）（→④へ）

検討の余地がある（→現在考えられる方法・工夫等があれば、備考欄へ記載）

新たな財源確保、事業に係る負担の見直しは困難である

検討の余地がある（→現在考えられる方法・工夫等があれば、備考欄へ記載）

現在の手法が妥当である。
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（様式１） （平成22年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

1

5

4 款

2 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

室長名

7.00

3.41

1,900,000

担当室名担当部局名

310,000

940,000940,000

7,500,000

・保健事業等(特
定健診・プラス)
・保険給付事業
・介護・後期高齢
等への拠出
・共同事業(高額・
財政安定化)
・その他

・保健事業等(特
定健診・プラス)
・保険給付事業
・介護・後期高齢
等への拠出
・共同事業(高額・
財政安定化)
・その他

6,605,783

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

業務委託（全部・一部）により実施

市民部 保険年金室 奥井　美紀 63-7445

事業期間

小 施 策

7,038,819

・保健事業等(特定健診・プラ
ス)
　　　　　      　89,739千円
・保険給付事業　4,905,959千
円
・介護・後期高齢等への拠出
           　　1,249,600千円
・共同事業(高額・財政安定
化)
           　  　685,060千円
・その他　   　108,461千円

重点施策コード

945,000

310,000

根拠法令等

人件費②（千円）

政 策

基本政策

施 策

国庫支出金

主な事業の
実績・計画

総
合
計
画

事務事業名

新・継

1,818,827

事業概要

・国民皆保険制度の中核を担う国民健康保険制度への理解を深めるよう広報
啓発を行う
・保険税の適正な賦課と収納率の向上
・特定健診などの保健事業の実施(４０歳～７４歳)

[事業内容（事業量）・事業費]

・保健事業等(特定健診・国保
ドック)         　46,584千円
・保険給付事業　4,327,533千
円
・介護・後期高齢等への拠出
           　　1,241,505千円
・共同事業(高額・財政安定
化)
           　  　600,309千円
・その他　   　389,852千円

名張市国民健康保険条例、税条例等

連絡先

7,405,000

地方債

県支出金 310,000

①
の
財
源
内
訳 一般財源

240,418

4,210,632

409,449

4,350,000

平成 年度～ 年度平成

304,089

1,457,163

総費用①+②（千円）

4,300,0004,498,753 4,350,000

7006(H.22)No.(H.21)No. -

 互いに認めあい支えあう、健康で安心できる暮らし

（小事業名）

社会保障

国民健康保険

国民健康保険特別会計自立を支える地域福祉の充実

めざす効果（事業目的）

内部管理事務

事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

事業コード

平成24年度
（計画）

1,900,000

平成22年度
(計画・6月補正後予算)

指定管理

[事業内容（事業量）・事業費]

1,850,000

平成23年度
（計画）

平成25年度
（計画）

・保健事業等(特
定健診・プラス)
・保険給付事業
・介護・後期高齢
等への拠出
・共同事業(高額・
財政安定化)
・その他

7,500,000

その他（　　　）

3.41

48,011

6,652,580

7.00

※人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成21年度の（　　）内の数値は、20年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※特別会計、企業会計及び組合会計の、財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金または市分担金を記載しています。
※平成23年度以降の計画（内容及び事業費）については、予定であり確定したものではありません。

46,797

6.00

3.41

7.00

45,000

7,545,0007,545,0007,086,830

45,000

7,450,000

補助金・交付金

国民皆保険の中核を担う国民健康保険として、被保
険者の健康管理に関わりながら、一人ひとりが健康
でいきいきとした日々を送り、長期的に安定した国保
運営をめざす

国民健康保険特別会計

施設等維持管理

投資事業

会計区分

特別及び企業会計、組合継続

（中事業名）

705,271

3.41

45,000

臨時職員等（人）

平成21年度
（実績・決算見込）

2.48

人
工
数

職員（人） 7.00

事業費①（千円）
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（様式１） （平成22年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

30.0

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

高齢者の医療制度が見直されることに伴い、国民健康保険
の広域化が検討されている。今後の動向により国民健康保
険制度も大きく改正が行われる

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

制度が複雑でわかりにくい。

H.24

成果指標
三重県平均を100％とした場合の国民健康
保険被保険者一人あたりの医療費

成果指標 特定保健指導実施率

県単位の広域化が検討されている

（2）継続（現行どおり）の理由、中長期的な（平成23年度以降）事務事業の工夫・改善など

高齢者の医療制度の見直しに伴う国保制度の広域化を目指した段階的な改正(国・県)

（1）短期的な（平成22年度）事務事業の工夫・改善など

高齢者の医療制度の見直しに伴う国保制度の広域化を目指した段階的な改正(国・県)

-

97.0- -目標

97.1

25.4

％

単位

目標

25.0

実績

実績

目標

65.0
成果指標

96.9

34.9
％

24.8

-
特定健康診査実施率

％

・多くの被保険者に受診してもらえるよう健診の受けやすい体制を整える
・調整交付金が減額されないよう収納率の向上をめざす

45.0

実績

H.23
H.20

（現状値）
H.21 H.22

55.0

35.0 40.0

44.9

今後、国による医療制度一元化への見
直しにより、国民健康保険制度のあり方
が大きく変化しようとしています。改正法
律等に伴い、市の国民健康保険のあり
方を改正時期に合わせ、実施していくこ
とが求められます。

-

医療制度の一元化を含め、県単位の
広域化が検討されている

収納率の向上を目指す

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

備考欄

11.6

96.8

特記事項

考察及び今後
の対応方針

事業指標名

市民公益活動団体等（→③へ）

継続実施

継続（事務改善）（※今後の展開方法↓(1)・(2)へ）

実践している（→②へ）

実行委員会・協議会設置（→④へ）

検討の余地がある（→現在考えられる方法・工夫等があれば、備考欄へ記載）

新たな財源確保、事業に係る負担の見直しは困難である

検討の余地がある（→現在考えられる方法・工夫等があれば、備考欄へ記載）

検討の余地がある（→現在考えられる方法・工夫等があれば、備考欄へ記載）
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（様式１） （平成22年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

1

5

4 款

3 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

総
合
計
画

臨時職員等（人）

平成21年度
（実績・決算見込）

人
工
数

職員（人） 0.06

2421

59

老人特別保険特別会計の早期清算

老人保健特別会計

施設等維持管理

投資事業

7007会計区分

（中事業名）老人保健特別会計

10

※人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成21年度の（　　）内の数値は、20年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※特別会計、企業会計及び組合会計の、財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金または市分担金を記載しています。
※平成23年度以降の計画（内容及び事業費）については、予定であり確定したものではありません。

438

0.06

438

9,258 2,938

指定管理

[事業内容（事業量）・事業費]

平成23年度
（計画）

平成25年度
（計画）

平成23年度から
は一般会計に編
入予定

・前年度老人保健交付金確
定に伴う医療費及び事務費
交付金　返還金
・過年度医療費給付費
・第三者行為の委託金

補助金・交付金

自立を支える地域福祉の充実

事業コード

内部管理事務

事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

特別及び企業会計、組合

事業期間

社会保障

後期高齢者医療保険

平成24年度
（計画）

平成22年度
(計画・6月補正後予算)

7007(H.22)No.(H.21)No.

 互いに認めあい支えあう、健康で安心できる暮らし

（小事業名）

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

業務委託（全部・一部）により実施

平成 年度～

県支出金

一般財源

国庫支出金

継続

8820

地方債

その他（　　　） 3117

1928

総費用①+②（千円）

・前年度老人保健交付金確
定に伴う医療費及び事務費
交付金　返還金
・過年度医療費給付費
・第三者行為の委託金

主な事業の
実績・計画

事業費①（千円）

事務事業名

人件費②（千円）

①
の
財
源
内
訳

政 策

基本政策

施 策

新・継

市民部

重点施策コード

平成

めざす効果（事業目的）

2500

10

事業概要

連絡先担当部局名 担当室名 室長名

年度

後期高齢者医療制度の前の制度で、交付金確定に伴う医療費・事務費交付金
の返還金、過年度医療費の支払い及び交通事故等(第三者行為)による返納
金等の清算事務

[事業内容（事業量）・事業費]

保険年金室 中谷　恒雄 63-7105

根拠法令等

小 施 策

3775
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（様式１） （平成22年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

事業指標名

目標 -

実績

実績

500500

考察及び今後
の対応方針

20,726

H.21 H.23

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

目標

実績

500
活動指標 第三者行為処理金額 千円

-

726

単位
H.20

（現状値）
H.22 H.24

備考欄

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

老人保健特別会計は平成２０年に後期高齢者医療制度に
移行したため、３年間だけ特別会計の存続させることになっ
ていたため平成２３年度からは一般会計に移行します。

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

目標

（2）継続（現行どおり）の理由、中長期的な（平成23年度以降）事務事業の工夫・改善など

平成２２年度で特別会計を廃止し、残務処理を一般会計において行う。

（1）短期的な（平成22年度）事務事業の工夫・改善など

特記事項

市が直接実施

平成22年度事業完了

実践していないが、今後可能性がある（→②へ）

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

新たな財源確保、事業に係る負担の見直しは困難である

困難である

現在の手法が妥当である。
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（様式１） （平成22年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

20 ○

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

1

5

4 款

3 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

○

その他 （ ）

担当室名 室長名

重点施策コード

連絡先

1,140,000

担当部局名

県内の７５歳以上の方(一定の障害があり認定を受けた方は６５歳以上)が県の
後期高齢者医療広域連合に加入します。制度の運営は、広域連合が行い、市
町が申請受付、保険料の徴収などを行います。市内の平成２１年度平均被保
険者数は、8,013人で、病院等で受診した医療費の一部負担として１割を後期
高齢者に支払っていただくことになり９割については、広域連合から支払いにな
ります。また、保健事業として健康診査をおこなっています。

[事業内容（事業量）・事業費]

・被保険者数８，０２３人へ保
険料の送付する。その内、
２，９７４人が軽減対象者。
・現年度収納率　99.0％
・医療費給付
５，５４３，４６６千円

63-7105

根拠法令等事業期間

事業概要

市民部 保険年金室 中谷　恒雄

小 施 策

870,0001026606

534,000690,000

2520

425517

一般財源 602633

事務事業名

人件費②（千円）

めざす効果（事業目的）

①
の
財
源
内
訳

政 策

基本政策

施 策

新・継

・被保険者数
８，７００人
・現年度収納率
99.3％
・医療費給付
６，６２０，０００千
円

・被保険者数８，３００人
・現年度収納率　99.1％
・医療費給付
５，８８０，０００千円

主な事業の
実績・計画

指定管理

[事業内容（事業量）・事業費]

平成23年度
（計画）

平成25年度
（計画）

1071843

460,000421453 450,000その他（　　　）

平成 年度～ 年度平成

地方債

県支出金

国庫支出金

市が直接実施

業務委託（全部・一部）により実施

平成22年度
(計画・6月補正後予算)

7010(H.22)No.(H.21)No.

 互いに認めあい支えあう、健康で安心できる暮らし

（小事業名）

現在の実施手法（複数選択可）

社会保障

後期高齢者医療保険

事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

特別及び企業会計、組合

・被保険者数
８，５００人
・現年度収納率
99.2％
・医療費給付
６，２４０，０００千
円

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

1,190,000

新しい高齢者医
療制度に移行

11,800

総費用①+②（千円） 881,8001,201,8001,049,860

1.50

0.50

23,254

1.50

0.500.50

336,000

1.50

※人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成21年度の（　　）内の数値は、20年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※特別会計、企業会計及び組合会計の、財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金または市分担金を記載しています。
※平成23年度以降の計画（内容及び事業費）については、予定であり確定したものではありません。

25,457

1.50

1,097,300

11,800

1,151,800

730,000

・後期高齢者(６５歳以上の障害者も含む)が安心し
て病院等で診察を受けられる体制を確立します。
・保険料の徴収について、滞納者の収納対策を行い
収納率の向上をめざしす。
・健康診査を受けていただき生活改善等により一人
当たり医療費の縮減をします。

後期高齢者医療特別会計

施設等維持管理

投資事業

会計区分

後期高齢者医療特別会計自立を支える地域福祉の充実

事業コード

内部管理事務

継続

（中事業名）

646326

0.50

11,800

総
合
計
画

臨時職員等（人）

平成21年度
（実績・決算見込）

0.50

人
工
数

職員（人） 1.50

事業費①（千円）
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（様式１） （平成22年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

（2）継続（現行どおり）の理由、中長期的な（平成23年度以降）事務事業の工夫・改善など

現在の後期高齢医療費制度を廃止し平成２５年４月から新しい高齢者医療費制度を
立ち上げるため、国を含め地方公共団体においても検討をしています。

（1）短期的な（平成22年度）事務事業の工夫・改善など

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

後期高齢者医療制度廃止に伴い厚生労働省で、改革会議
を開催し、各界から委員として会議に参加してもらい改革案
が８月末に提出され、平成２５年４月から実施するための準
備を行っていきます。

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

後期高齢医療制度の廃止により、高齢者の方々も現役世代と
同じ国保や被用者保険の加入することで保険証も変わることな
く、保険料、高額療養費等の面でメリットがでるのではないかと
の意見があります。

H.24

-市等が運営する国民健康保険、介護保険、
後期高齢者医療制度が適切に運営されてい
ると感じる市民の割合

目標
成果指標

室での検討、市民の意見等を参考に
します。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

備考欄

実績

99.3

目標

50.1実績

H.23
H.20

（現状値）

成果指標 保険料収納率　現年度分
実績 98.9

H.21

％

52.0

単位 H.22

目標

-

- 99.2

- -

99.1-

99.0

54.3

類似している室の事業と連携してい
きます。

％

特記事項

考察及び今後
の対応方針

事業指標名

その他団体（→③へ）

継続実施

休止・廃止検討（※今後の展開方法↓(2)へ）

実践している（→②へ）

事業協力（→④へ）

検討の余地がある（→現在考えられる方法・工夫等があれば、備考欄へ記載）

新たな財源確保、事業に係る負担の見直しは困難である

検討の余地がある（→現在考えられる方法・工夫等があれば、備考欄へ記載）

現在の手法が妥当である。
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